
　■６月補正予算

（１）概要

（２）主な歳出補正予算（一般会計）

　③　その他の主な歳出補正

△はマイナス（減額）を表しています。

■プレミアム付商品券事業（消費税増税対策）＝ 2,107万3千円（商工課）
→消費税率の引き上げによる低所得者・子育て世帯への影響を緩和し、地域における
消費を喚起・下支えする対策として、プレミアム付商品券事業を実施します。
（販売開始は10月）

■一般職人件費等＝ △2,881万7千円（総務課）
→人事異動や職員の退職に伴い、職員人件費を補正します。

■子ども・子育て支援事業＝ 976万円（こども課）
→10月から始まる幼児教育・保育無償化に伴い、「子ども・子育て支援新制度システ
ム」の改修を行います。

■介護保険（保険事業勘定）特別会計繰出金＝ 2,270万4千円（介護高齢課）
→介護保険法施行令の改正により、保険料の軽減額が増額となる分を補てんするた
め、一般会計から繰出金を支出します。

　なお、集約の結果、歳入と歳出に差額が生じたため、財政調整基金繰入金を1,514万7

千円減額することで収支を調整しています。

　また、特別会計では、主に4月1日付人事異動に伴う人件費の補正などから、総額954万

8千円を増額する補正予算となっています。

　①　移住支援金の創設に伴う補正

■移住支援金交付事業（地域創生）＝ 920万円（企画課）
→東京圏からの移住促進を目的とし、移住者へ支援金を支給します。（5年以上継続
して本市に居住することなどが条件）

　②　プレミアム付商品券事業の準備に伴う補正

令和元年5月31日
財政課　電話76-0963

　一般会計は、既定の歳入歳出予算の総額に3,520万2千円を追加し、補正後の歳入歳出

予算の総額を206億7,520万2千円にするもので、主な補正内容は下記のとおりです。

①　移住支援金の創設に伴う補正

②　プレミアム付商品券事業の準備に伴う補正

令和元年度　６月補正予算の概要について



1．一般会計

2．特別会計

令和元年度　６月補正予算の概要について

補正額補正前 補正後

62,530

補正後

会計区分

20,640,000

備　　考

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険
( 保 険 事 業 勘 定 )

企 業 用 地 整 備 事 業

50,758

548,266

216

1,500

簡 易 水 道 事 業

548,266

137,026

4,417,6344,418,609

137,150

4,940 4,940

△ 124

1,500

141,911,031

歳出組み換え

1,023,854

73,517

補正額

9,008

合 計

△ 975

下 水 道 事 業

戸 別 浄 化 槽 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

1,022,431 1,423

73,517

競 艇 事 業

富 弘 美 術 館 事 業 155,569

129,451,369

国 民 健 康 保 険
( 診 療 所 勘 定 )

0129,451,369

155,785

115,447 歳出組み換え0 115,447

141,901,483 9,548

35,202

国 民 健 康 保 険
( 事 業 勘 定 )

5,868,405

会計区分

鉄 道 経 営 対 策 事 業

補正前

50,758

5,859,397

（単位：千円）

（単位：千円）

一 般 会 計 20,675,202

備　　考

太 陽 光 発 電 事 業 62,530


